建設業許可　新規用説明チェックリスト
　　建設業許可の新規取得で重要なチェックリストです。
　注意深く見て頂き、組合員から聞取り説明をお願いします。
	１．経営業務管理責任者の要件
　建設業許可を必要とする業種の数によって、いずれかの指定年数以上の資料が必要になります。資料は、１種類で指定年数を満たせば１種類で結構です。

	個人事業の期間については確定申告書（税務署の収受印のある物）
	１業種５年以上
	

	
	２業種以上６年以上
	

	建設業関連業種の「契約書」、又は「注文書」、又は「請求書＋領収書・預金通帳」
	１業種５年以上
	

	
	２業種以上６年以上
	

	建設関連業種の会社の商業登記簿謄本（法人の場合）
	上記の年数を満たす取締役の就任年数を証明する丁数
	


※契約書・注文書・請求書については、記載内容によっては資料として使用できない場合もあります。
※法人期間については、商業登記簿謄本で確認します。

２．専任技術者の要件
（１）実務経験による証明
	個人事業の期間は、確定申告書（税務署の収受印のある物）
	１業種１０年以上
	

	
	業種が１つ増えるごとに１０年分
	

	法人の期間は、厚生年金の加入履歴がわかる資料、又は確定申告書（税務署の収受印のある物）。電子申告の場合は、「国税電子申告・納税認証システム」という表題の国税通知を添付しなければ証明にならないので注意してください。
	１業種１０年以上
	

	
	業種が１つ増えるごとに１０年分
	

	許可を取得しようとする業種の工事経歴が分かる「契約書」、又は「注文書」、又は「請求書＋領収書・預金通帳」
	１業種１０年以上
	

	
	業種が１つ増えるごとに１０年分
	


※契約書・注文書・請求書については、記載内容によっては資料として使用できない場合もあります
※個人事業と法人事業が混在する場合は、合せて１０年分の個人・法人の所得税の確定申告書が必要
（２）資格による証明
	次の事項について共通で必要な物
	合格証・修了証の原本
	

	実務経験の証明を必要とする資格
	別紙の建設業の手引きを参照
	

	実務経験を不要とする資格
	同上
	



３．継続的な常勤性を証明する書類　　※雇用保険者証は不可
　次の物から何が揃えられるか確認しましよう。個人事業で事業主本人が「経営管理業務の責任者」と「専任技術者」を兼ねる場合は、次の書類は不要です。
	会社名が印字されている健康保険証
	

	厚生年金算定基礎届（ねんきん事務所の収受印のあるもの）
	



４．財政的な裏付け
　財政的な裏付けは、建設業許可の申請書が整ってからそろえてもらいます。財政的な裏付けも必要なことを話しておきましょう。次のように、直近の決算書によって財政的な裏付けになることもありますので、決算書の確認もしましょう。個人事業の場合は、５００万円の預金残高証明書が必要になります。動産や不動産などを資本の裏づけとすることもできます。預金残高証明書の有効期限は１カ月ですので注意しましょう。
	５００万円以上の預金の残高証明
	

	法人の場合は、決算書の純資産（株主資本）合計が５００万円以上あること
	



５．身分証明書と住民票
①本籍のある自治体で取得。
②経営管理業務責任者と専任技術者は、住民票が必要です。本籍とマインバーは、不要です
６．欠格要件等に該当しないことの証明書
　建設業許可を取得しようとする事業所が、個人事業なのか法人事業なのかによって「登記されていないことの証明」を必要とする人が違うので注意が必要です。
	個人事業
	個人事業主本人分
	

	法人事業
	商業登記簿謄本に記載されている取締役全員分
	


※本人以外が申請する場合は、所定の委任状が必要です。委任状は、次のサイトでダウンロードできます。
http://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/content/000128532.pdf
※郵送で申請できますが、お急ぎの場合は東京法務局に行き「登記されていないことの証明書」を取得しましょう。
※東京に住民票がある方は、東京地方法務局のみでの取得になります。千葉・埼玉・神奈川は、各県の県庁所在地の法務局本局でも取得できます。郵便による申請は、他県であっても東京地方法務局への申請になります。
[bookmark: _GoBack]東京地方法務局　　　千代田区九段南１－１－１５九段第２合同庁舎　　　　（０３）５２１３－１３６０
横浜法務地方局　　　横浜市中区北仲通５丁目５７番地　横浜第２合同庁舎　（０４５）６４１－７９７６
さいたま地方法務局　さいたま市中央区下落合５丁目１２番１号さいたま第２法務総合庁舎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０４８）８５１－１０００
千葉地方法務局　　　千葉市中央区中央港1丁目11番3号　　　　　　　　 （０４３）３０２－１３１１
証明書発行時間は共通：午前９時から午後４時３０分

７．事務所の写真
　事務所の内部と外観の写真数枚。外観や玄関の写真には、●●●会社などの表示物が必要です。マンションの場合は、事務所とする部屋までのルートが分かる写真も必要になります。
　間取り図を求められる場合もあります。その場合は、玄関に近い場所を仕事場として確保し、玄関と仕事場の入り口の位置が分かる写真なども求められます。
用紙①　改正　2017年9月5日
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１．経営業務管理責任者の要件


 


 


建設業許可を必要とする業種の数によって、いずれかの指定年数以上の資料が必要になります。資料は、


１種類で指定年数を満たせば１種類で結構です。
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（１）実務経験


による証明


 


個人


事業の期間は、


確定申告書（税務署の収受印のある物）


 


１業種１０年以上


 


 


業種が１つ増えるごとに１０年分


 


 


法人の期間は、厚生年金の加入履歴がわかる資料、又は確定申


告書（税務署の収受印のある物）


。電子申告の場合は、「国税電


子申告・納税認証システム」という表題の国税通知を添付しな


ければ証明にならないので注意してください。


 


１業種１０年以上


 


 


業種が１つ増えるごとに１０年分


 


 


許可を取得しようとする業種の


工事経歴が分かる「契約書」、又


は「注文書」、又は「請求書＋領収書・預金通帳」


 


１業種１０年以上


 


 


業種が１つ増えるごとに１０年分


 


 


※契約書・注文書・請求書については、記載内容によっては資料として使用できない場合もあります


 


※


個人事業と法人事業が混在する場合は、合せて１０年分の個人・法人の所得税の確定申告書が必要
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３．


継続的な常勤性を


証明する書類


  


※


雇用保険者証は不可


 


 


次の物から何が揃えられるか確認しましよう。個人事業で事業主本人が「経営管理業務の責任者」と「専任


技術者」を兼ねる場合は、次の書類は不要です。


 


会社名が印字されている健康保険証


 


 


厚生年金算定基礎届（ねんきん事務所の収受印のあるもの）


 


 




用紙①   改正   2017 年 9 月 5 日     建設業許可   新規用説明チェックリスト       建設業許可の新規取得で重要なチェックリストです。     注意深く見て頂き、組合員から聞取り説明をお願いします。  

１．経営業務管理責任者の要件     建設業許可を必要とする業種の数によって、いずれかの指定年数以上の資料が必要になります。資料は、 １種類で指定年数を満たせば１種類で結構です。  

個人 事業の期間については 確定申告書 （税務署の収受印のある物）  １業種５年以上   

２業種 以上 ６ 年以上   

建設業関連業種の 「契約書」 、 又は 「 注文書 」、又は「請求書＋領収書・ 預金通帳」  １業種５年以上   

２業種 以上 ６ 年以上   

建設関連業種の会社の 商業登記簿謄本 （法人の場合）  上記の年数を満たす取締役の 就任年数を 証明する丁 数   

※契約書・注文書・請求書については、記載内容によっては資料として使用できない場合もあります 。   ※ 法人 期間については、商業登記簿謄本で確認します。     ２．専任技術者の要件   （１）実務経験 による証明  

個人 事業の期間は、 確定申告書（税務署の収受印のある物）  １業種１０年以上   

業種が１つ増えるごとに１０年分   

法人の期間は、厚生年金の加入履歴がわかる資料、又は確定申 告書（税務署の収受印のある物） 。電子申告の場合は、「国税電 子申告・納税認証システム」という表題の国税通知を添付しな ければ証明にならないので注意してください。  １業種１０年以上   

業種が１つ増えるごとに１０年分   

許可を取得しようとする業種の 工事経歴が分かる「契約書」、又 は「注文書」、又は「請求書＋領収書・預金通帳」  １業種１０年以上   

業種が１つ増えるごとに１０年分   

※契約書・注文書・請求書については、記載内容によっては資料として使用できない場合もあります   ※ 個人事業と法人事業が混在する場合は、合せて１０年分の個人・法人の所得税の確定申告書が必要   （ ２ ）資格による証明  

次の事項について共通で必要な物  合格証・ 修了 証の 原本   

実務経験の証明を必要とする資格  別紙の建設業の手引きを参照   

実務経験を不要とする資格  同上   

  ３． 継続的な常勤性を 証明する書類    ※ 雇用保険者証は不可     次の物から何が揃えられるか確認しましよう。個人事業で事業主本人が「経営管理業務の責任者」と「専任 技術者」を兼ねる場合は、次の書類は不要です。  

会社名が印字されている健康保険証   

厚生年金算定基礎届（ねんきん事務所の収受印のあるもの）   

